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議案第79号 

 

令和６年度可児市一般会計補正予算（第４号）について 

 

令和６年度可児市一般会計補正予算（第４号）を別冊のとおり定める。 

 

令和６年11月29日提出 

 

可児市長 冨田 成輝 
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議案第80号 

 

可児市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

可児市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年11月29日提出 

 

可児市長 冨田 成輝 

 

記 

 

可児市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

可児市国民健康保険税条例（昭和36年可児町条例第16号）の一部を次のように改正す

る。 

改 正 前 改 正 後 

  

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の所得割額） 

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期

日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和25年法律第226号。以下「法」

という。）第314条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした

後の総所得金額及び山林所得金額の合計

額（以下「基礎控除後の総所得金額等」

という。）に100分の6.94を乗じて算定

する。 

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期

日の属する年の前年の所得に係る地方税

法（昭和25年法律第226号。以下「法」

という。）第314条の２第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした

後の総所得金額及び山林所得金額の合計

額（以下「基礎控除後の総所得金額等」

という。）に100分の7.08を乗じて算定

する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の被保険者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の被保険者均等割額） 

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について25,200円とす

る。 

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について28,300円とす

る。 
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（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課

税額の世帯別平等割額） 

第６条 第３条第２項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

第６条 第３条第２項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法第６条第８号の規定によ

り被保険者の資格を喪失した者であっ

て、当該資格を喪失した日の前日以後

継続して同一の世帯に属するものをい

う。以下同じ。）と同一の世帯に属す

る被保険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下この号において「特

定月」という。）以後５年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。）を

いう。次号、第８条の２及び第23条第

１項において同じ。）及び特定継続世

帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯

に属する被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月

から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。

第３号、第８条の２及び第23条第１項

において同じ。）以外の世帯 25,000

円 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法第６条第８号の規定によ

り被保険者の資格を喪失した者であっ

て、当該資格を喪失した日の前日以後

継続して同一の世帯に属するものをい

う。以下同じ。）と同一の世帯に属す

る被保険者が属する世帯であって同日

の属する月（以下この号において「特

定月」という。）以後５年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。）を

いう。次号、第８条の２及び第23条第

１項において同じ。）及び特定継続世

帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯

に属する被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月

から特定月以後８年を経過する月まで

の間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。

第３号、第８条の２及び第23条第１項

において同じ。）以外の世帯 20,500

円 

(2) 特定世帯 12,500円 (2) 特定世帯 10,250円 

(3) 特定継続世帯 18,750円 (3) 特定継続世帯 15,375円 

  

（国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の所得割額） 

第７条 第３条第３項の所得割額は、基礎

控除後の総所得金額等に100分の1.45を

乗じて算定する。 

第７条 第３条第３項の所得割額は、基礎

控除後の総所得金額等に100分の2.50を

乗じて算定する。 

  

（国民健康保険の被保険者に係る後期高 （国民健康保険の被保険者に係る後期高
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齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額） 

齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額） 

第８条 第３条第３項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について6,300円とす

る。 

第８条 第３条第３項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について11,000円とす

る。 

  

（国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高

齢者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第８条の２ 第３条第３項の世帯別平等割

額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

第８条の２ 第３条第３項の世帯別平等割

額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 6,500円 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 7,500円 

(2) 特定世帯 3,250円 (2) 特定世帯 3,750円 

(3) 特定継続世帯 4,875円 (3) 特定継続世帯 5,625円 

  

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別

平等割額） 

第11条 第３条第４項の世帯別平等割額

は、１世帯について7,300円とする。 

第11条 第３条第４項の世帯別平等割額

は、１世帯について6,200円とする。 

  

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第３条第２項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げる額

を減額して得た額（当該減額して得た額

が650,000円を超える場合には、650,000

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援

金等課税額からウ及びエに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が

240,000円を超える場合には、240,000

円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からオ及びカに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が

170,000円を超える場合には、170,000

円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第３条第２項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げる額

を減額して得た額（当該減額して得た額

が650,000円を超える場合には、650,000

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援

金等課税額からウ及びエに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が

240,000円を超える場合には、240,000

円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からオ及びカに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が

170,000円を超える場合には、170,000

円）の合算額とする。 
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(1) 法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得を有する者（前年中に法第703条

の５第１項に規定する総所得金額に係

る所得税法（昭和40年法律第33号）第

28条第１項に規定する給与所得につい

て同条第３項に規定する給与所得控除

額の控除を受けた者（同条第１項に規

定する給与等の収入金額が550,000円

を超える者に限る。）をいう。以下こ

の号において同じ。）の数及び公的年

金等に係る所得を有する者（前年中に

法第703条の５第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法第35条第３項に

規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第４項に規定する公的年金等控

除額の控除を受けた者（年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が600,000円を超える者に限り、

年齢65歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が1,100,000円を超

える者に限る。）をいい、給与所得を

有する者を除く。）の数の合計数（以

下この条において「給与所得者等の

数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から１を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額）を超

えない世帯に係る納税義務者 

(1) 法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得を有する者（前年中に法第703条

の５第１項に規定する総所得金額に係

る所得税法（昭和40年法律第33号）第

28条第１項に規定する給与所得につい

て同条第３項に規定する給与所得控除

額の控除を受けた者（同条第１項に規

定する給与等の収入金額が550,000円

を超える者に限る。）をいう。以下こ

の号において同じ。）の数及び公的年

金等に係る所得を有する者（前年中に

法第703条の５第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法第35条第３項に

規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第４項に規定する公的年金等控

除額の控除を受けた者（年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が600,000円を超える者に限り、

年齢65歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が1,100,000円を超

える者に限る。）をいい、給与所得を

有する者を除く。）の数の合計数（以

下この条において「給与所得者等の

数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、430,000円に当該給与所得者等

の数から１を減じた数に100,000円を

乗じて得た金額を加算した金額）を超

えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

17,640円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

19,810円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 
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次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 17,500円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 14,350円 

(ｲ) 特定世帯 8,750円 (ｲ) 特定世帯 7,175円 

(ｳ) 特定継続世帯 13,125円 (ｳ) 特定継続世帯 10,763円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

4,410円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

7,700円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 4,550円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 5,250円 

(ｲ) 特定世帯 2,275円 (ｲ) 特定世帯 2,625円 

(ｳ) 特定継続世帯 3,413円 (ｳ) 特定継続世帯 3,938円 

オ （略） オ （略） 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

１世帯について 5,110円 １世帯について 4,340円 

(2)  法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が２以上の場合にあって

は、430,000円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保

険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き295,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当

(2)  法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険

者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が２以上の場合にあって

は、430,000円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保

険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き295,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当
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する者を除く。） する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

12,600円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

14,150円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 12,500円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 10,250円 

(ｲ) 特定世帯 6,250円 (ｲ) 特定世帯 5,125円 

(ｳ) 特定継続世帯 9,375円 (ｳ) 特定継続世帯 7,688円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

3,150円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

5,500円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,250円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,750円 

(ｲ) 特定世帯 1,625円 (ｲ) 特定世帯 1,875円 

(ｳ) 特定継続世帯 2,438円 (ｳ) 特定継続世帯 2,813円 

オ （略） オ （略） 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

１世帯について 3,650円 １世帯について 3,100円 

(3)  法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険

(3)  法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合算額

が、430,000円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険
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者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が２以上の場合にあって

は、430,000円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保

険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き545,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が２以上の場合にあって

は、430,000円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に100,000円を乗

じて得た金額を加算した金額）に被保

険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き545,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

5,040円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

5,660円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 5,000円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 4,100円 

(ｲ) 特定世帯 2,500円 (ｲ) 特定世帯 2,050円 

(ｳ) 特定継続世帯 3,750円 (ｳ) 特定継続世帯 3,075円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

1,260円 

被保険者（第２条第２項に規定す

る世帯主を除く。）１人について●

2,200円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 1,300円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 1,500円 

(ｲ) 特定世帯 650円 (ｲ) 特定世帯 750円 

(ｳ) 特定継続世帯 975円 (ｳ) 特定継続世帯 1,125円 
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オ （略） オ （略） 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 

１世帯について 1,460円 １世帯について 1,240円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する

世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月31日以前である被保険者（以下「未就

学児」という。）がある場合における当

該納税義務者に対して課する被保険者均

等割額（当該納税義務者の世帯に属する

未就学児につき算定した被保険者均等割

額（前項に規定する金額を減額するもの

とした場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）に限る。）は、当該被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する

世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月31日以前である被保険者（以下「未就

学児」という。）がある場合における当

該納税義務者に対して課する被保険者均

等割額（当該納税義務者の世帯に属する

未就学児につき算定した被保険者均等割

額（前項に規定する金額を減額するもの

とした場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）に限る。）は、当該被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

額を減額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 

次に挙げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ未就学児１人について次に定める

額 

次に挙げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ未就学児１人について次に定める

額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減

額した世帯 3,780円 

ア 前項第１号アに規定する金額を減

額した世帯 4,245円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減

額した世帯 6,300円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減

額した世帯 7,075円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減

額した世帯 10,080円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減

額した世帯 11,320円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 12,600円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 14,150円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

次に挙げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ未就学児１人について次に定める

額 

次に挙げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ未就学児１人について次に定める

額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減

額した世帯 945円 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減

額した世帯 1,650円 
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イ 前項第２号ウに規定する金額を減

額した世帯 1,575円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減

額した世帯 2,750円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減

額した世帯 2,520円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減

額した世帯 4,400円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 3,150円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 5,500円 

３ （略） ３ （略） 

  

（国民健康保険税の減免） （国民健康保険税の減免） 

第25条 （略） 第25条 （略） 

２ 前項の規定によって国民健康保険税の

減免を受けようとする者は、納期限前７

日までに次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を受けようとする理由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項の規定によって国民健康保険税の

減免を受けようとする者は、納期限前７

日までに次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を受けようとする理由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。ただし、市長が当該期限まで

に申請書を提出できないやむを得ない理

由があると認めるときは、この限りでな

い。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の可児市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 
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議案第81号 

 

   請負契約の変更について 

 

 令和５年５月31日議決による可児御嵩インターチェンジ工業団地（第二工区）造成その

２工事の請負契約（令和５年議案第47号）中、契約の金額「318,120,000円」を

「341,182,600円」に変更する。 

 

令和６年11月29日提出 

 

可児市長 冨田 成輝 
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議案第82号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

  令和６年11月29日提出 

 

可児市長 冨田 成輝 

 

記 

 

１ 物 品  教育用Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ365ライセンス（一式） 

２ 方 法  指名競争入札 

３ 価 格  32,149,975円 

４ 相手方  東京都港区海岸一丁目７番１号 

ソフトバンク株式会社 代表取締役 宮川 潤一 
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議案第83号 

 

指定管理者の指定について 

 

指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和６年11月29日提出 

 

可児市長 冨田 成輝 

 

記 

 

１ 指定管理者を指定する施設  可児市福祉センター 

２ 指定管理者の名称等     岐阜市薮田南三丁目７番20号 

株式会社技研サービス 代表取締役 棚橋 泰之 

３ 指定の期間         令和７年４月１日から令和12年３月31日まで 

 

 


